


ページ部
門

部 課
事業名

担当

49 268 市民が納得する補助金の契約志向化 経営管理 政策経営部 財政課 117

50 318 特別会計等の見直し目標明確化のための財政推計 経営管理 政策経営部 財政課 117

51 349 団体事業助成金・協働事業支援金への移行 経営管理 政策経営部 財政課 117

52 234 三浦市人財育成・活用基本プラン 経営管理 行政管理部 人事課 117

53 235
新人事・任用制度＜三浦市人財育成・活用基本プラン
＞

経営管理 行政管理部 人事課 118

54 236
職員数計画/三浦市職員定数条例＜三浦市人財育成・活
用基本プラン＞

経営管理 行政管理部 人事課 118

55 237 人事考課制度＜三浦市人財育成・活用基本プラン＞ 経営管理 行政管理部 人事課 118

56 238
行政職における主任から主査への昇任資格試験制度＜
三浦市人財育成・活用基本プラン＞

経営管理 行政管理部 人事課 118

57 239
人事諸制度に対する職員意識調査＜三浦市人財育成・
活用基本プラン＞

経営管理 行政管理部 人事課 119

58 240
行政職職員の仕事体験研修「地域密着型研修」＜三浦
市人財育成・活用基本プラン＞

経営管理 行政管理部 人事課 119

59 241
市議会とのコミュニケーション＜三浦市人財育成・活
用基本プラン＞

経営管理 行政管理部 人事課 119

60 316 基礎・基本検定試験 経営管理 行政管理部 人事課 119

61 317 モラール・マナーチェック 経営管理 行政管理部 人事課 120

62 263 公有資産の収益資産化方針 経営管理 行政管理部 財産管理課 120

63 276 公共用財産維持管理事業 経営管理 行政管理部 財産管理課 120

64 320
公共施設（壁面、公用車等ネーミングライツ）を利用
した広告料収入の増加又は経費の削減

経営管理 行政管理部 財産管理課 120

65 280
「長期継続契約を締結することができる契約を定める
条例」の適用による経費の削減

経営管理 行政管理部 契約課 121

66 350
公用封筒への広告掲載による経費の削減又は収入の増
加

経営管理 行政管理部 契約課 121

67 284 徴収体制の強化による収納率の維持及び向上 経営管理 行政管理部 税制課 121



２　平成２０年度業績目標達成状況表

通番 管理

1 40

通番 管理

2 41

通番 管理

3 299

通番 管理

4 256

平成

　広告料収入1,421,500円（目標額に対
して153,500円の増）

100％以上125％未満

20

業績
目標
と

その
実績

平成 20 年度　達成目標

前年比5.2％の広告料収入の増加（H19
実績1,202千円、目標額1,268千円）

部 市民協働部
課 協働推進課

年度　事業内容

　市報「三浦市民」において実施している広告掲載を充実して、広告料収入を増加させます。

20 年度　実績 達成状況

平成

No. 事業名 部門 一体感

　職員研修受講率78.6％（前年比△
9.5％）
　平成21年3月三浦市情報セキュリティ
ポリシー改定
　内部監査実施手法確定

75％以上100％未満
業績
目標
と

その
実績

平成 20 年度　達成目標

職員受講率アップ（平成19年度実績
88.1％）
三浦市情報セキュリティポリシーの改
定
内部監査実施手法の確定

平成 20 年度　実績 達成状況

平成 20 年度　事業内容

　平成15年度に策定した「三浦市情報セキュリティポリシー」に関する必須研修を毎年実施し、対象職員全員の
受講を徹底するとともに、最新のセキュリティ関連情報を踏まえて「三浦市情報セキュリティポリシー」の改定
を実施します。「三浦市情報セキュリティポリシー」が遵守されていることを確認するための内部監査の実施手
法を検討し、実施手法確定後の平成21年度に内部監査を実施します。

三浦市情報セキュリティポリシー
部 市民協働部
課 統計情報課

一体感

達成状況

運営方法の決定

平成 20 年度　実績

　平成22年度から地元区への譲渡を決
定
　譲渡により年間707千円
（指定管理料の実績）の削減

平成 20 年度　達成目標

No. 事業名 部門

No. 事業名 部門 一体感

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

　現在指定管理者制度を導入している金原会館及び松輪会館の指定管理者制度継続、地域への譲渡（民営化）又
は廃止の運営方法を検討し、方針を決定します。

業績
目標
と

その
実績

　市民特派員、市民編集員ともに募集
を行い、市民特派員4人、市民編集員1
人を選考により決定しました。なお研
修を1回実施しました。

100％以上125％未満

平成 20

地域集会施設の地域への譲渡（民営化）又は廃止の検討
部 市民協働部
課 協働推進課

市報「三浦市民」における広告料収入の増加

20 年度　事業内容

年度　実績 達成状況

　市報「三浦市民」の一部に、公募により選考した「市民特派員」から地域情報等のレポートを提供していただ
き、掲載します。また「市民編集員」による協働編集を目指し、編集員の募集と研修活動を実施します。

業績
目標
と

その
実績

平成 20 年度　達成目標

市民編集員の募集と研修の実施

事業名

市報「三浦市民」の協働編集

部門
部
課

一体感
市民協働部
協働推進課

平成
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通番 管理

5 257

通番 管理

6 4

通番 管理

7 351

通番 管理

8 300

業績
目標
と

その
実績

20

　指定管理者制度継続の方針決定

20 年度　達成目標 平成

100％以上125％未満運営方法の方針決定

年度　実績 達成状況

　現在、指定管理者制度を導入している市民ホールについて、指定管理者制度継続、譲渡（民営化）又は廃止を
検討し、今後の運営方針を決定します。

市民ホールの運営方法の継続的検討
部 教育部
課 生涯学習課

平成

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 一体感

業績
目標
と

その
実績

年度　達成目標

方針の決定に基づいた取組の実施

平成

業績
目標
と

その
実績

年度　実績

　業務内容の協議や議会提案等を経
て、平成21年2月に委託契約を締結し平
成21年4月から委託化することとなりま
した。

20

教育委員会で基本方針を決定し、政策
会議で市の方針としても決定。

達成状況

　三浦市立の小学校及び中学校の規模及び配置その他の教育環境について検討し、基本的な方針を決定します。

学校再編と適正配置
課 学校教育課

平成

平成 20 年度　事業内容

20

100％以上125％未満

年度　実績 達成状況

部 教育部

平成21年度委託化・民営化に向けた準
備・調整

学校校務員業務への民間活力の導入
部

　現在、直営としている学校校務員業務について、平成21年4月からの民間活力の導入(委託化又は民営化）に向
けた準備を進めます。

No. 事業名 部門 一体感

平成 20

平成 20 年度　事業内容

平成 20 年度　達成目標

20 年度　実績

　平成20年度分ホームページ広告料、
50件、100万円の収入

教育部
課 総務課

業績
目標
と

その
実績

平成 20 年度　達成目標

広告料収入110万円（平成19年度実績
100万円の10％アップ）

平成

No. 事業名 部門 一体感

達成状況

平成 20 年度　事業内容

　リニューアルした三浦市公式ホームページの広告掲載スペースをアピールし、広告料収入を増加させます。

75％以上100％未満

三浦市公式ホームページにおける広告料収入の増加
部 市民協働部
課 統計情報課

No. 事業名 部門 一体感
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通番 管理

9 301

通番 管理

10 302

通番 管理

11 20

通番 管理

12 18

20

　指定管理者制度継続の方針決定

20 年度　達成目標 年度　実績

50％以上75％未満運営方法の方針決定
業績
目標
と

その
実績

達成状況

　現在指定管理者を導入している児童館について、地域への譲渡（民営化）又は廃止を検討し、方針を決定しま
す。

児童館の地域への譲渡（民営化）又は廃止
部 教育部
課 青少年教育課

平成 平成

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 一体感

業績
目標
と

その
実績

運営方法の方針決定

平成

業績
目標
と

その
実績

年度　実績

20

　直営継続の方針決定

20 年度　達成目標

20

平成 年度　実績

　平成22年度より、体育館、総合体育
館及び水泳プールと三浦スポーツ公園
の管理を一体として指定管理者制度を
導入していくことを、政策会議におい
て方針決定

達成状況

　現在、直営としている体育館、総合体育館及び水泳プールについて、コスト削減と利用者の拡大を図るため、
指定管理者制度導入または譲渡（民営化）の管理運営方法について検討し、方針を決定します。なお、管理運営
方法については、現在整備中である三浦スポーツ公園の一体管理を視野に入れて検討します。

体育館、総合体育館及び水泳プール運営への民間活力の導入
教育部

課 スポーツ課

平成 20 年度　達成目標

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 一体感

運営方法の方針決定

部

達成状況

　現在、直営としている白秋記念館について、指定管理者制度導入又は譲渡（民営化）を検討し、今後の運営方
法の方針を決定します。
　指定管理者制度導入となった場合も、その後、早期の民営化に向けた検討を続けます。

白秋記念館運営への民間活力の導入
部 教育部
課 生涯学習課

平成

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 一体感

業績
目標
と

その
実績

運営方法の方針決定

平成 年度　実績20年度　達成目標

　直営継続の方針決定

達成状況

　現在、直営としている旧城ヶ島分校海の資料館について、指定管理者制度導入又は譲渡（民営化）を検討し、
今後の運営方法の方針を決定します。
　指定管理者制度導入となった場合も、その後、早期の民営化に向けた検討を続けます。

旧城ヶ島分校海の資料館運営への民間活力の導入
部 教育部
課 生涯学習課

平成 20

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 一体感
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通番 管理

13 55

通番 管理

14 303

通番 管理

15 304

通番 管理

16 305

業績
目標
と

その
実績

20

区への譲渡の方針決定

20 年度　達成目標 平成

100％以上125％未満運営方法の方針決定

年度　実績 達成状況

　現在、指定管理者制度を導入している農村婦人の家について、現在の状況を踏まえ、指定管理者制度継続、地
域への譲渡（民営化）又は廃止を検討し、今後の運営方法の方針を決定します。

農村婦人の家の地域への譲渡（民営化）又は廃止の検討
部 経済振興部
課 農産課

平成

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 もてなし

業績
目標
と

その
実績

運営方法の方針決定

平成

業績
目標
と

その
実績

年度　実績

20

指定管理者制度継続の方針決定

20 年度　達成目標

20

平成 年度　実績

指定管理者制度継続の方針決定

達成状況

　現在、指定管理者制度を導入している油壺駐車場について、指定管理者制度継続、民営化又は廃止の運営方法
を検討し、方針を決定します。

油壺駐車場の運営方法の継続的検討
経済振興部

課 商工観光課

平成 20 年度　達成目標

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 もてなし

運営方法の方針決定

部

達成状況

　現在、指定管理者制度を導入している勤労市民センターについて、指定管理者制度継続、譲渡（民営化）又は
廃止の運営方法を検討し、方針を決定します。

勤労市民センターの運営方法の継続的検討
部 経済振興部
課 商工観光課

平成

125％以上

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 もてなし

業績
目標
と

その
実績

平成 年度　実績20年度　達成目標20

年間1,475人の誘客

達成状況

　旅行会社等への営業を実施し、協働して旅行商品を開発し、来遊客の増加を図ります。

旅行商品の開発による誘客の増加
部 経済振興部
課 営業開発課

平成

年間1,035人の誘客（本事業は当該年度
のイベント実施状況等により企画数に
変動が生じるため、達成目標も毎年
度、変動する。）

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 もてなし
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通番 管理

17 91

通番 管理

18 306

通番 管理

19 307

通番 管理

20 308

20

　指定管理者制度継続を方針決定しま
した。

20 年度　達成目標 年度　実績

100％以上125％未満運営方法の方針決定
業績
目標
と

その
実績

達成状況

　現在、指定管理者制度を導入している地域福祉センターについて、指定管理者継続、譲渡（民営化）又は廃止
を検討し、今後の運営方法の方針を決定します。

地域福祉センターの運営方法の継続的検討
部 保健福祉部
課 福祉課

平成 平成

75％以上100％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 生活支援

業績
目標
と

その
実績

課題整理、社会状況・諸制度の調査

平成

業績
目標
と

その
実績

年度　実績

20

（平成22年度以降も）指定管理者制度
を継続することを決定

20 年度　達成目標

20

平成 年度　実績

施設等の課題整理を完了
水産流通を取巻く社会状況を把握
指定管理者制度を始めとした諸制度の
利活用についての調査に着手

達成状況

　現在直営としている市場施設・水産施設等において、関係業界と調整しながら、指定管理者制度導入又は譲渡
（民営化)の運営方針を決定するための検討をします。

市場施設及び水産施設等への民間活力の導入
経済振興部

課 市場管理事務所

平成 20 年度　達成目標

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 もてなし

運営方法の方針決定

部

達成状況

　現在、指定管理者制度を導入している漁村センター施設について、指定管理者制度継続、譲渡（民営化）又は
廃止を検討し、今後の運営方針を決定します。

漁村センターの譲渡（民営化）又は廃止の検討
部 経済振興部
課 水産課

平成

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 もてなし

業績
目標
と

その
実績

運営方法の方針決定

平成 年度　実績20年度　達成目標

（平成22年度以降も）指定管理者制度
を継続することを決定

達成状況

　現在、指定管理者制度を導入している海業施設について、譲渡（民営化）又は廃止を検討し、今後の運営方針
を決定します。

海業施設の譲渡（民営化）又は廃止
部 経済振興部
課 水産課

平成 20

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 もてなし
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通番 管理

21 201

通番 管理

22 204

通番 管理

23 205

通番 管理

24 206

業績
目標
と

その
実績

20

医業収支比率78.4%（平成20年度計画値
81.4%）
収入：85,775千円の収入増
支出：92,798千円の支出削減

20 年度　達成目標 平成

50％未満医業収支比率100％に向けた計画の
100％実施

年度　実績 達成状況

　平成19年度に作成した業務改善計画に基づき、引き続き効率的な組織・体制の整備に取り組み、100％の計画
達成を目指します。

業務等改善計画の作成とその実行
部 市立病院
課 病院庶務課

平成

50％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 生活支援

業績
目標
と

その
実績

受診促進を行い192人の来院患者確保に
よる1,088千円の収益増

平成

業績
目標
と

その
実績

年度　実績

20

受診促進による来院患者
確保実数141人
986千円の収益増

20 年度　達成目標

20

平成 年度　実績

受診促進による来院患者
確保実数50人
288千円の収益増

達成状況

　市内団体・グループと連携し、市内各地で健康宅配便を開催し、健康診査等の受診を促し、当院受診機会を増
加させ、患者数の増加を図ります。

健康宅配便（出張健康講座）の開催による患者数の増加
市立病院

課 病院庶務課

平成 20 年度　達成目標

50％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 生活支援

受診促進を行い1,440人の来院患者確保
による8,158千円の収益増

部

達成状況

　院外で開催される基本健康診査結果報告会、市民参加イベント参画及び各種団体へのアプローチによりヘルス
チェックを行い健康診査等の受診を促し、当院受診機会を増加させ、患者数の増加を図ります。

市民参加イベントにおける営業による患者数の増加
部 市立病院
課 病院庶務課

平成

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 生活支援

業績
目標
と

その
実績

平成 年度　実績20年度　達成目標20

　平成22年7月以降においても、同セン
ターの指定管理者継続の方針が決定し
ました。

達成状況

　平成19年度に指定管理者制度を導入した老人福祉保健センターについて、指定管理者制度継続、譲渡（民営
化）又は廃止の管理運営方法の方針決定をするための検討を行います。

老人福祉保健センター民間活力の導入
部 保健福祉部
課 高齢介護課

平成

他市事例調査等の方針決定に向けた検
討

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 生活支援
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通番 管理

25 208

通番 管理

26 209

通番 管理

27 114

通番 管理

28 311

20

平成22年度から平成25年度までも指定
管理者制度を継続する旨の方針を決定

20 年度　達成目標 年度　実績

100％以上125％未満運営方法の方針決定
業績
目標
と

その
実績

達成状況

　現在、指定管理者制度を導入している自転車等駐車場施設について、指定管理者制度継続、譲渡（民営化）又
は廃止を検討し、今後の運営方法の方針を決定します。

自転車等駐車場施設の管理運営方法の継続的検討
部 都市部
課 土木課

平成 平成

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策

業績
目標
と

その
実績

方針決定、計画策定

平成

業績
目標
と

その
実績

年度　実績

20

長期継続契約を3件締結し、これまで行
われてきた債務負担行為に係る事務の
省力化及び経費の削減を図った。

20 年度　達成目標

20

平成 年度　実績

今後の道路補修業務について、直営体
制を継続し、民間発注と直営を効率的
に組み合わせて対応する旨の方針を決
定

達成状況

　道路補修業務への民間活力の導入については、市道補修の体制について、効率的、迅速的、経済的な観点から
総合的なあり方を検討し、方針決定及び計画策定を行います。

道路補修業務への民間活力の導入
都市部

課 土木課

平成 20 年度　達成目標

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策

事務の省力化及び経費の節減

部

達成状況

　物品の借り入れ及び役務の提供については、「長期継続契約を締結することができる契約を定める条例」の規
定に基づき、商習慣上複数年にわたり契約を締結することが一般的であるものについて、順次長期継続契約に移
行して、事務の省力化と経費の削減を図ります。

「長期継続契約を締結することができる契約を定める条例」の適用による経
費の削減

部 市立病院
課 病院庶務課

平成

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 生活支援

業績
目標
と

その
実績

広告料収入による収益増と経費削減

平成 年度　実績20年度　達成目標

入院・外来領収書、薬袋（小）及び大
封筒の４種類に広告掲載があり、412千
円の収入増

達成状況

　病院バスその他の媒体を利用して広告募集を行い、広告料収入による新規財源を得られるように検討し、実施
します。

広告料収入の新規開拓
部 市立病院
課 病院庶務課

平成 20

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 生活支援
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通番 管理

29 125

通番 管理

30 126

通番 管理

31 127

通番 管理

32 134

業績
目標
と

その
実績

20

ごみ処理業務の民営化について市の方
針を決定を行いました。

20 年度　達成目標 平成

50％以上75％未満委託基準を作成し市の方針決定、委託
業者の選定等、平成21年度中の委託実
施に向けた準備

年度　実績 達成状況

　ごみ処理業務について、民間活力の導入に係る市の方針決定後、導入（委託化）に向けた準備を行います。

ごみ処理業務への民間活力の導入
部 環境部
課 清掃事業所

平成

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策

業績
目標
と

その
実績

不法投棄防止パトロール：6回以上
不法投棄防止強化月間：1回
監視ウィーク：1回
散乱ごみの定期清掃：10回以上
広報紙による市民周知：3回以上

平成

業績
目標
と

その
実績

年度　実績

20

ごみの資源化率：34.22％

20 年度　達成目標

20

平成 年度　実績

不法投棄防止パトロール：6回
不法投棄防止強化月間：1回
監視ウィーク：1回
散乱ごみの定期清掃：12回
広報紙による市民周知：3回

達成状況

　ごみの不法投棄を防止するため、通常の監視活動のほか不法投棄防止強化月間や監視ウィークを設定し、様々
な防止活動を集中的に行うほか、三浦市民やホームページなどの広報活動による周知徹底を図ります。

ごみの不法投棄の防止
環境部

課 廃棄物対策課

平成 20 年度　達成目標

75％以上100％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策

ごみの資源化率36％以上

部

達成状況

　ごみの資源化を推進するため、ごみの分別排出の徹底を図るとともに、市民団体等による資源化物回収事業の
促進を図ります。

ごみの資源化率の向上
部 環境部
課 廃棄物対策課

平成

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策

業績
目標
と

その
実績

平成 年度　実績20年度　達成目標20

資源ごみを除くごみの排出量を平成19
年度より3.8％削減

達成状況

　ごみの総排出量を抑制するため、市民周知の徹底や生ごみ処理機の普及促進を図ります。

ごみ総排出量の抑制
部 環境部
課 廃棄物対策課

平成

資源ごみを除くごみの排出量を平成19
年度より2％以上削減

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策
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通番 管理

33 312

通番 管理

34 313

通番 管理

35 314

通番 管理

36 149

業績
目標
と

その
実績

20

時差出勤による時間外手当の削減額
13,762円

20 年度　達成目標 平成

50％未満年間最大241千円の時間外勤務手当ての
削減

年度　実績 達成状況

　夜間工事立会い等、時間外で予定される業務に合わせ時差出勤制度を導入し可能な範囲の時間外手当の削減を
行います。

時差出勤制度導入による事務の効率化
部 水道部
課 給水課

平成

50％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策

業績
目標
と

その
実績

メリット・デメリットの整理やコスト
比較、契約方式の検討を行い、コスト
縮減を図るための市の方針決定

平成

業績
目標
と

その
実績

年度　実績

20

時間外勤務手当20千円の抑制をしまし
た。

20 年度　達成目標

20

平成 年度　実績

包括的民間委託実施に向け実施検討報
告書を作成し、メリット・デメリット
整理、コスト比較は完了したが、市の
方針は、未決定

達成状況

　公共下水道事業特別会計繰入金（基準外）の適正化を図るため、東部浄化センター維持管理事業についてコス
ト縮減に向けた契約方法（包括契約等）の検討を行い、コスト縮減を図ります。

東部浄化センター維持管理費のコスト縮減
環境部

課 東部浄化センター

平成 20 年度　達成目標

50％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策

時間外勤務手当74千円の抑制。

部

達成状況

　公共下水道事業特別会計繰入金（基準外）の適正化を図るため、時間外に行う未接続世帯への戸別訪問におい
て、時差出勤を実施します。

時差出勤制度導入による経費抑制
部 環境部
課 下水道課

平成

125％以上

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策

業績
目標
と

その
実績

公共下水道接続率（前年度比2ポイント
の増）の向上による1,300千円の下水道
使用料収入の確保

平成 年度　実績20年度　達成目標

公共下水道接続率（前年度比0.3ポイン
トの増）の向上による4,952千円の下水
道使用料収入の増

達成状況

　公共下水道事業特別会計繰入金（基準外）の適正化を図るため、普及啓発活動及び未接続世帯への戸別訪問を
行い、公共下水道接続率の向上を図ります。

公共下水道接続率の向上
部 環境部
課 下水道課

平成 20

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策
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通番 管理

37 150

通番 管理

38 152

通番 管理

39 153

通番 管理

40 223

50％以上75％未満
業績
目標
と

その
実績

20

規制改革に関する提案1件以上

平成

　規制改革に関する提案0件

業績
目標
と

その
実績

年度　実績

20

広告料収入増162,750円

20 年度　達成目標 平成

達成状況

　「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」に規定されている特定公共サービスの範囲拡大をはじ
めとした規制改革について研究し、内閣府に対して提案を行います。

「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（いわゆる市場化テ
スト法）への改正提案

部 政策経営部
課 政策経営課

平成 20 年度　達成目標

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 経営管理

年間約157千円の広告料収入増

業績
目標
と

その
実績

年度　実績 達成状況

水道使用量のお知らせに広告を掲載し、広告料による収入増を図ります。

広告料収入の新規開拓
部 水道部
課 営業課

平成

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策

20 年度　達成目標

福祉減免の公平性見直し及び減免縮小
による年間約4,000千円の料金収入増

平成 年度　実績 達成状況平成 20

料金収入増3,964,773円 100％以上125％未満

　福祉減免を受けている使用者とその他の使用者との負担の公平性を保つ観点から減免率の引き下げを実施しま
す。

水道料金福祉減免の廃止又は減免率の引き下げ
部 水道部
課 営業課

125％以上

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策

業績
目標
と

その
実績

設計図書有償頒布による年間約105千円
の収益増

平成 年度　実績20年度　達成目標

CADデータ有償頒布による年間収益
150,603円
設計図書については全庁的な調整が必
要との判断により、実施には至りませ
んでした。

達成状況

　適正な受益者負担、竣工図の規格統一等の観点から、工事設計図書の有償頒布を実施します。

工事設計図書の有償頒布
部 水道部
課 給水課

平成 20

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 都市政策
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通番 管理

41 224

通番 管理

42 225

通番 管理

43 226

通番 管理

44 315

政策経営課課

20

平成

100％以上125％未満

No. 事業名 部門

平成 20 年度　事業内容

政策経営部

　5つの部門ごとに、自律的な業務の執行体制を確立するために、各部課等で既に実践している日常的な意思決
定方法や業務管理、情報管理の方法等に関する好例を調査するとともに、「業務量調査に基づく経営改善指導業
務委託」の結果を踏まえて「部門経営マニュアル」を作成します。

業績
目標
と

その
実績

平成 20 年度　達成目標

部門経営マニュアルの作成 　５つの部門ごとに、経営会議運営マ
ニュアルを作成しました。

20 年度　実績 達成状況

業績
目標
と

その
実績

No. 事業名 部門 経営管理

　平成20年11月に直営体制維持の方針
を決定しました。

年度　実績

市長車運転業務への民間活力の導入
部

平成 年度　事業内容

政策経営部
課 秘書課

75％以上100％未満

達成状況

　現在、直営としている市長車運転業務について、直営体制と民間活力導入とのコスト比較を更に詳細に進め、
平成20年9月までに方針を決定します。

平成平成 20 年度　達成目標

平成20年9月までに詳細検討し方針決定
委託化の場合、平成21年4月より導入

課

　事務分担表に基づく予算ベースでの
業務量の把握を基に、業務マニュアル
による業務改善効果の把握を見据えた
業務量調査を検討しましたが、制度構
築に至りませんでした。

20

経営管理

部門経営マニュアル
部

No. 事業名 部門

業務改善マニュアル
部 政策経営部

平成 20 年度　実績

政策経営課

達成状況

平成

　業務マニュアル作成マニュアル案を
作成し、標準化・マニュアル化の対象
とする業務の検討を行いましたが、各
部署での業務マニュアルの作成に至り
ませんでした。

50％以上75％未満

20 年度　事業内容

業績
目標
と

その
実績

平成 20 年度　達成目標

各部署での業務マニュアルの作成

経営管理

　「業務量調査に基づく経営改善指導業務委託」の結果に基づき、各職場において標準化・マニュアル化が必要
な業務を洗い出し、業務マニュアルを作成、運用するほか、業務の効率化に係る取組を各職場で実施します。

業績
目標
と

その
実績

平成 20 年度　達成目標

新たな業務量の把握方法の確定・実施 50％以上75％未満

平成 20 年度　実績 達成状況

　「業務量調査に基づく経営改善指導業務委託」の結果に基づき業務改善を進めていくとともに、各課の所掌事
業に係る業務量を正しく把握して事業別の人件費を計算できる仕組みを踏まえた新たな業務量の把握方法につい
て検討し、実施に向けて取り組みます。

業務量調査・事業別コスト測定手法の確立
部 政策経営部
課 政策経営課

平成 20 年度　事業内容

No. 事業名 部門 経営管理
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通番 管理

45 344

通番 管理

46 262

通番 管理

47 264

通番 管理

48 265
部 政策経営部
課 財政課

年度　実績 達成状況

年度　事業内容

　使用料・手数料については、例年の予算編成方針で、受益者負担の原則に照らしてサービス原価を勘案するな
どして、適正な見直しを進めることとしています。
　平成20年度は、３年毎の見直しの年にあたるので、経費と料金のバランス、利用実態などを把握・整理し、受
益者負担の原則、市民間の公平性の確保の観点から、使用料・手数料の見直しを上半期に行い、平成21年度予算
に反映していきます。

平成 20

　平成21年度予算編成時に現況を把握
するため、実態調査を実施しました
が、平成21年度予算には反映できませ
んでした。

平成 20
業績
目標
と

その
実績

平成21年度予算への反映 50％以上75％未満

50％以上75％未満

No. 事業名 部門 経営管理

業績
目標
と

その
実績

平成 20 年度　達成目標

有償頒布方針の作成
平成21年度予算への反映

年度　達成目標

平成 20

平成 20

使用料・手数料の適正化方針

年度　事業内容

　図書等の有償頒布については、平成19年度に、実態調査を実施しました。平成20年度は、有償頒布方針を作成
し、平成21年度予算に、新規作成物を中心に反映していきます。

　有償図書頒布方針については3月末に
策定しました。
　平成21年度予算への反映は出来ませ
んでした。

平成

アウトソーシングの促進

達成状況

20 年度　実績 達成状況

図書等の有償頒布方針
部 政策経営部
課 財政課

100％以上125％未満

No. 事業名 部門 経営管理

業績
目標
と

その
実績

平成 20

20

市への要望・提言への公平な回答と市民意見・要望の市政への反映

　「市長への手紙」、「インターネット目安箱」、その他各部等に寄せられた市民、市民団体、経済団体等から
の要望、陳情、提案、意見、苦情などは、公表基準を、平成20年6月までに策定し、原則として投稿者等の意向
に沿って、市からの回答又はコメントを添えて三浦市公式ホームページで公表します。
　更に、インターネット目安箱に寄せられた意見や提案について、施策に反映した内容を、年2回ホームページ
上で公表します。

No. 事業名 部門 経営管理

平成 年度　事業内容

政策経営部
課 秘書課
部

　平成20年度予算編成方針の基本方針において、アウトソーシングを予定する業務に関して予算査定の上、必要
な予算措置を講じることを明記しました。今後もアウトソーシングを予定する業務に関して要件が整備された段
階で予算措置を講じるよう取り組んでいきます。

予算編成方針
部
課 財政課

No.

　平成20年7月に「インターネット目安箱
等に寄せられた意見等の取扱いに関する要
領」を策定
　平成21年3月に「陳情等の公表に関する
事務処理要領」を策定
　施策に反映した内容を毎月公表

75％以上100％未満

年度　実績 達成状況

事業名 部門

年度　達成目標

6月までに陳情要望等の公表基準策定
施策に反映した内容を9月末、3月末に
公表

平成 20

　平成21年4月１日からの民間委託に向
け、学校校務員業務について、平成20年度
予算に債務負担行為を設定しました。
　平成21年4月1日からの学校給食の民間委
託効果を最大限に発揮させるため、初声学
校給食共同調理場機能を三崎学校給食共同
調理場に統合するための措置を講じまし
た。

20 年度　実績年度　達成目標 平成

平成

平成 20 年度　事業内容

経営管理
政策経営部

業績
目標
と

その
実績

20
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通番 管理

49 268

通番 管理

50 318

通番 管理

51 349

通番 管理

52 234

年度　事業内容

　三浦市人財育成・活用基本プランに掲げた個別プランのうち、個別に項目立てをしていない、意向申告制度（複線型人
事管理のコース選択を含む。）、人財育成ローテーションの実施、職場研修への支援、人事考課制度の考課項目に対応し
た職場外研修の継続実施及び「三浦市職員心の健康づくり計画」の策定を行います。また、その進捗状況等を踏まえなが
ら、適宜、同プランの見直し作業を行っていきます。

　「三浦市職員心の健康づくり計画」は策
定には至りませんでした。
　三浦市人財育成・活用基本プランは見直
しましたが、改定は平成21年度としまし
た。

50％未満「三浦市職員心の健康づくり計画」の策定
三浦市人財育成・活用基本プランの見直し

平成 20

業績
目標
と

その
実績

平成 20

三浦市人財育成・活用基本プラン
部 行政管理部
課 人事課

平成 20 年度　実績 達成状況年度　達成目標

部 政策経営部
課 財政課

年度　実績 達成状況

年度　事業内容

　平成20年度予算編成方針の中では、「団体事業助成金」及び「協働事業支援金」の趣旨、満たすべき要件等を盛り込ん
だ「補助金の見直し方針」を作成し、職員に周知していますが、平成21年度予算編成に向けて、平成20年度上半期に単独
要綱を必要とするものの区分けを整理し、必要なものについては、平成20年度内に補助決定に際して必要な情報を把握す
ることができ、事後の成果検証ができる要綱策定を進めます。
　併せて、補助の必要性を中心にヒアリングを行い、「団体運営補助金」から「団体事業助成金」及び「協働事業支援
金」への移行を図ります。

平成 20

No. 事業名 部門 経営管理

　平成21年度予算編成方針において、「補
助金の見直し方針」を周知し、併せて「平
成２１年度当初予算における補助金の見直
しについて」の依頼をし「補助金見直状況
一覧表」を作成しましたが、補助要綱の制
定には至らず整理は不十分でした。
　100万円未満の団体運営補助金は廃止で
きませんでした。

平成 20

業績
目標
と

その
実績

単独要綱を必要とするものの区分けの整理
単独要綱を必要とするものの補助要綱の制
定
平成21年度予算編成方針における「補助金
見直し方針」の周知
100万円未満の団体運営補助金の廃止

50％以上75％未満

平成 20 年度　達成目標

国民健康保険事業特別会計及び公共下水道
事業特別会計の将来にわたる歳入・歳出の
見直し数値の設定
負担割合の決定に向けた各課との協議、決
定
平成21年度予算への反映

20

50％未満

年度　達成目標

平成 20

平成 20

団体事業助成金・協働事業支援金への移行

年度　事業内容

　第4次三浦市総合計画（三浦ニュープラン21）における実施計画の改定に合わせて、財政推計を行います。一般会計から
基準外の繰出しをしている2つの特別会計（国民健康保険事業特別会計、公共下水道事業特別会計）について、将来にわた
る歳入・歳出の見直し数値目標を明確にできる推計を行います。また、特別会計等の見直し数値目標の設定にあたって
は、基準外の繰出金を解消することを基本としますが、市民の負担状況を考慮した上で、その解消の時期や解消するまで
の期間に一般会計が負担する割合などを決定をします。

　国民健康保険事業特別会計及び公共下水
道事業特別会計の将来にわたる歳入・歳出
の見直し数値は設定出来ませんでした。
　負担割合の決定に向けた各課との協議、
決定は出来ませんでした。
　平成21年度予算へは反映できませんでし
た。

平成

No.

特別会計等の見直し目標明確化のための財政推計
部 政策経営部
課 財政課

事業名 部門 経営管理

業績
目標
と

その
実績

年度　事業内容

　利用者が過少な補助金、100万円以上の補助金、時勢にふさわしくない補助金等を対象として、予定した成果がもたらさ
れたかどうかを基本的基準として補助事業結果を検証した上で、施策ごとに市民に公表し、「市民納得度調査」等を通じ
て把握した市民意見等を考慮して、廃止、減額、増額等を決定します。

　予算編成の中で、予算編成時各課に依頼
した調書を参考にした査定を行いました
が、補助金の廃止、減額、増額等の決定に
は至りませんでした。

年度　実績 達成状況

50％以上75％未満

No. 事業名 部門 経営管理

補助金の廃止、減額、増額等の決定

平成 20

業績
目標
と

その
実績

平成 20

市民が納得する補助金の契約志向化
部 政策経営部
課 財政課

平成 20 年度　実績 達成状況年度　達成目標

No. 事業名 部門 経営管理

117



通番 管理

53 235

通番 管理

54 236

通番 管理

55 237

通番 管理

56 238

平成 20 年度　達成目標

12月までに試験を実施し、1月上旬に主
査級昇任候補者を決定

20

100％以上125％未満

平成 20 年度　事業内容

　担当者クラスである主任から監督職である主査への昇任に際しては、昇任するにふさわしい能力を検定する資
格試験としての試験を平成20年12月までに実施し、平成21年1月上旬に主査級昇任候補者を決定します。
　試験項目として、小論文及び面接を継続するか筆記試験を導入するかを検討のうえ決定し、実施します。

　主査級昇任資格制度試験を11月まで
に実施し、12月中に候補者を決定しま
した。

平成

行政職における主任から主査への昇任資格試験制度＜三浦市人財育成・活用
基本プラン＞

部 行政管理部
課 人事課

業績
目標
と

その
実績

年度　事業内容

　行政職に対する人事考課制度を管理職員については本格実施とし、給与処遇に反映します。
　非管理職員については、引き続き試行期間としますが、「人財戦略　実力派仕事人宣言」に基づき、できるだ
け早期に本格実施に移行し、給与等経済処遇への反映を含む人事考課の制度化を目指すべく職員団体との協議を
行っていきます。

　平成21年3月中に人事考課シートを100％
回収しました。
　平成19年度人事考課シートのデータ入力
作業及び分析作業を終了させ、マニュアル
の修正作業を行い、平成21年度用マニュア
ルを準備しました。
　管理職の勤勉手当に、平成19年度の人事
考課結果を反映しました。
　非管理職については、職員団体と協議を
続行しています。

年度　実績 達成状況

100％以上125％未満

No. 事業名 部門 経営管理

平成21年3月中に人事考課シートを100％回
収する。
平成19年度人事考課シートのデータ入力作
業及び分析作業を終了させ、マニュアルの
修正作業を行い、平成21年度用マニュアル
を準備する。
管理職員については、平成19年度の結果を
勤勉手当に反映する。

平成 20

業績
目標
と

その
実績

平成 20

人事考課制度＜三浦市人財育成・活用基本プラン＞
部 行政管理部
課 人事課

平成 20 年度　実績 達成状況年度　達成目標

部 行政管理部
課 人事課

年度　実績 達成状況

年度　事業内容

　「平成22年度までの職員数計画」の達成状況を踏まえながら、平成21年度中に「三浦市職員定数条例」の改正
案を市議会へ上程し、平成22年4月1日からの施行を目指します。
　今年度は、職員数計画の進行管理のため、庁内部課とのコンセンサスにより組織改正を想定した適正配置人員
数を算定します。

平成 20

No. 事業名 部門 経営管理

　平成22年4月1日職員計画数達成
　適正配置人員数については、算定に
は至りませんでした。

平成 20業績
目標
と

その
実績

適正配置人員数を算定 50％未満

平成 20 年度　達成目標

平成21年4月1日の人事異動に反映

20

50％未満

年度　達成目標

平成 20

平成 20

職員数計画/三浦市職員定数条例＜三浦市人財育成・活用基本プラン＞

年度　事業内容

　複線型人事管理の人事異動への反映方法等具体的事項及び異動に際して各部長作成職員配置計画を反映する仕
組みを決定し、実施し、その結果を平成21年4月1日付け人事異動等に反映します。

　主査級昇任資格試験考課及び希望降任に
ついては、平成21年4月1日の人事異動へ反
映しました。
　複線型人事管理の人事異動への反映方法
等具体的事項及び、異動に際して各部長作
成職員配置計画を人事異動に反映すること
はできませんでした。

平成

No.

新人事・任用制度＜三浦市人財育成・活用基本プラン＞
部 行政管理部
課 人事課

事業名 部門 経営管理

業績
目標
と

その
実績

年度　実績 達成状況

No. 事業名 部門 経営管理
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通番 管理

57 239

通番 管理

58 240

通番 管理

59 241

通番 管理

60 316
部 行政管理部
課 人事課

年度　実績 達成状況

年度　事業内容

　自治体職員としてだれもが身に付けておかなければならない基礎的・基本的な知識を検定する試験制度を本年度9月まで
に設計し、年度中の後半には実施します。制度の枠組み案としては、地方自治制度から行政経営についての基本的知識を
網羅したテキストを作成あるいは購入し、それに基づき研修会と自己学習の後、そのテキストの中から出題する試験を実
施するものとします。

平成 20

　平成21年3月に基礎・基本検定問題を
作成しました。

平成 20
業績
目標
と

その
実績

基礎・基本検定試験の実施 50％未満

平成 20 年度　達成目標

模擬本会議研修、議会委員会対応研修
の実施、新採用職員本会議傍聴研修

20

100％以上125％未満

年度　達成目標

平成 20

平成 20

基礎・基本検定試験

年度　事業内容

　平成15年度に作成した本会議答弁マニュアルを用いて、新任の部長級職員を対象に議会対応研修を実施します。
　また、課長級及び主査級職員を対象に、常任委員会及び特別委員会対応として、これを準用し、研修を実施します。
　議会事務局の協力も得ながら、課長級以下職員の答弁技術向上と全職員の市議会に対する理解を深めるための方策とし
て、模擬本会議研修、議会委員会対応研修及び新採用職員本会議傍聴研修を実施します。

　研修対象者がいなかったため、模擬
本会議研修は実施しませんでした。
　議会委員会対応研修、新採用職員本
会議傍聴研修は実施しました。

平成

No.

市議会とのコミュニケーション＜三浦市人財育成・活用基本プラン＞
部 行政管理部
課 人事課

事業名 部門 経営管理

業績
目標
と

その
実績

年度　事業内容

　市内で事業を営む個人・法人事業主等と職員が常時コミュニケーションできる関係を築くため、平成15年度から市内の
農業者、小売店主、飲食店主、旅館社長、工場長等の協力を得て仕事体験研修「地域密着型研修」を実施しています。平
成22年度までに行政職全職員の80％が受講できるよう、平成20年度以降も引き続き実施します。

　本年度までの受講者数累計で、行政
職職員の50％が研修を受講しました。
（本年度受講者数91人）

年度　実績 達成状況

100％以上125％未満

No. 事業名 部門 経営管理

本年度までの受講者数累計を行政職職
員数の50％とする。（本年度受講者数
89人）

平成 20

業績
目標
と

その
実績

平成 20

行政職職員の仕事体験研修「地域密着型研修」＜三浦市人財育成・活用基本
プラン＞

部 行政管理部
課 人事課

平成 20 年度　実績 達成状況年度　達成目標

部 行政管理部
課 人事課

年度　実績 達成状況

年度　事業内容

　「人財戦略 実力派仕事人宣言」では、職員の成果・能力・努力が評価され、昇給、昇格、異動、処遇に反映されている
ことを達成すべき目標として掲げ、その達成のために職員の志気高揚に関する取組の一つとして、平成17年度に非管理職
職員による仕事ぶりと給与のバランスに対する納得度調査を実施しました。
　本年度は、同調査の要素を踏まえ、更に充実させた職員の人事諸制度に対する意識調査に改め、以後隔年に実施し、そ
の結果を踏まえ、適宜、三浦市人財育成・活用基本プランの見直し作業を行っていきます。

平成 20

No. 事業名 部門 経営管理

　2月に調査を実施し、3月に結果を分
析しました。

平成 20
業績
目標
と

その
実績

12月までに調査実施、3月までに結果分
析公表

50％以上75％未満

年度　達成目標

平成 20

人事諸制度に対する職員意識調査＜三浦市人財育成・活用基本プラン＞

No. 事業名 部門 経営管理
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通番 管理

61 317

通番 管理

62 263

通番 管理

63 276

通番 管理

64 320

平成 20 年度　実績 達成状況

平成 20

業績
目標
と

その
実績

平成 20 年度　達成目標

公共施設を利用した広告料収入の増加
又は経費の削減

公共施設（壁面、公用車等ネーミングライツ）を利用した広告料収入の増加
又は経費の削減

年度　事業内容

　「三浦市市有財産等への広告の掲載等に関する要綱」に基づき、公共施設の壁面、公用車等に広告の掲載及び
ネーミングライツ導入を検討し、広告料収入の増加又は経費の削減を図ります。

　公共施設を利用した広告の掲載には至り
ませんでした。

50％未満

部 行政管理部
課 財産管理課

部 行政管理部
課 財産管理課

年度　実績 達成状況

年度　事業内容

　市有財産の効果的利活用により歳入の増加を図ります。

平成 20

No. 事業名 部門 経営管理

　市有地１件（3筆）を売却し、収入実
績8,469千円
　貸付料の改定未実施
  市有地の測量調査未実施

平成 20業績
目標
と

その
実績

市有地の売却収入目標11,000千円
貸付料金の改定
市有地の測量調査の実施

50％以上75％未満

平成 20 年度　達成目標

公有資産を活用した事業による収入増

年度　実績 達成状況20

100％以上125％未満

年度　達成目標

平成 20

平成 20

公共用財産維持管理事業

年度　事業内容

　公有資産の収益資産化を継続し、公有資産の収益資産化に関する方針等を策定します。
　また、平成20年6月末までには、公共施設を利用した有料公告に関する基準を作成します。

　自動販売機4台の増設による収入増
（約40千円）

平成

No.

公有資産の収益資産化方針
部 行政管理部
課 財産管理課

事業名 部門 経営管理

業績
目標
と

その
実績

No. 事業名 部門 経営管理

年度　達成目標

制度設計の完了

平成 20

業績
目標
と

その
実績

平成 20

モラール・マナーチェック

年度　事業内容

　自治体職員として社会人として、また実力派仕事人として持っていなければならないモラール、身に付けておかなけれ
ばならないマナーを日常の勤務態度からチェックする制度を本年度中に設計し、平成21年度に実施します。

　制度設計の完了には至りませんでし
た。

50％未満

部 行政管理部
課 人事課

平成 20 年度　実績 達成状況

No. 事業名 部門 経営管理

120



通番 管理

65 280

通番 管理

66 350

通番 管理

67 284

経営管理
「長期継続契約を締結することができる契約を定める条例」の適用による経
費の削減

部 行政管理部
課 契約課

平成
業績
目標
と

その
実績

事務の省力化と経費の削減

達成状況平成 20

　長期継続契約を14件締結し、これま
で行われてきた債務負担行為にかかる
事務の省力化と経費の削減を図りまし
た。

100％以上125％未満

No. 事業名 部門

平成 20

年度　実績20 年度　達成目標

年度　事業内容

　物品の借り入れ及び役務の提供については、「長期継続契約を締結することができる契約を定める条例」の規
定に基づき、商習慣上複数年にわたり契約を締結することが一般的であるものについて、順次長期継続契約に移
行して、事務の省力化と経費の削減を図ります。

No. 事業名 部門 経営管理

公用封筒への広告掲載による経費の削減又は収入の増加
部 行政管理部
課 契約課

　広告掲載窓口封筒2万5千枚及びその他の公用封筒7万5百枚の無償提供を受け、利用します。

平成 20 年度　事業内容

20 年度　達成目標 平成 20

　休日及び夜間の窓口開庁の実施、併せて口座振替の移行促進等を図り、引き続き滞納防止に取り組みます。

No. 事業名 部門 経営管理

業績
目標
と

その
実績

9万5千5百枚の提供を受け、668千円の
経費削減

　広告掲載封筒33,000枚の無償提供を
受け、230千円の経費削減

平成

徴収体制の強化による収納率の維持及び向上
部 行政管理部
課 税制課

50％未満

年度　実績 達成状況

収納率の維持及び向上
過去3年間（平成16～18年度）の現年度
分収納率の平均である市税96.3％・国
民健康保険税90.3％以上の確保

平成 20

20 年度　達成目標 平成

年度　事業内容

20

　平成20年度決算時における収納率
は、市税現年度分は、目標に対しては
1.3ポイント減の95.0％、国民健康保険
税は、目標に対して1.9ポイント減の
88.4％となりました。

50％以上75％未満

年度　実績 達成状況
業績
目標
と

その
実績

平成
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Ⅳ 行政評価の評価体系と評価時期                         

 
１ 評価体系 

三浦市版行政評価は、平成１８年度の試行を踏まえ、平成１９年度から本格稼動と言え

る仕組みに移行し、決算ベースでの施策評価（市民納得度調査、施策の効果測定、クロス

評価）と事務事業評価（１次評価、２次評価）の体系により評価している。 
また、平成２１年度は、２次評価において新たに外部評価員による評価を加え、更なる

充実を図った。 
なお、行政評価の対象事業のうち、教育委員会所管の事業については、平成２１年８月

に公表された「平成２１年度教育委員会所管事務事業点検・評価」（以下「点検・評価」

という。）の結果も２次評価の判断材料としている。点検・評価と行政評価は、１次評価

までの結果を点検・評価に、点検・評価の結果を２次評価に取り入れるという関係を持つ

ことにより、両者の整合と差別化を図ることとした。 

これを図式化すると下記のとおりである。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

教 育 委 員 会
総 合 評 価

点 検 評 価
報  告  書

三 浦 市 版 行 政 評 価点 検 ・ 評 価

２ 次 評 価

品 質 説 明 書 公 表

選 　 考

決 　 定

説 　 明

募 　 集

事  務  局
自 己 評 価

有  識  者
意 見 調 整

ク ロ ス 評 価

【 事 務 事 業 評 価 】

１ 次 評 価

【 外 部 評 価 員 】

前 年 度 決 算

【 施 策 評 価 】

施 策 効 果 測 定市 民 納 得 度 調 査

業 績 目 標 と
実 績 の 検 証

１ 次 評 価 の
結 果 参 照

図１：評価体系図 

122




